臨時・非常勤等職員の要求モデル

１．雇用安定

（１）恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パート労働法や改正労働契約法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。

（２）恒常的な業務に就いている職員について、雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。

（３）消費生活相談員について、消費者庁通知（2013年２月）や特命担当大臣メッセージ（2012年７月）などを踏まえ、雇用更新年限の廃止と雇用継続を行うこと。

（４）雇用更新に際して「空白期間」や他の部署への「たらい回し」がある場合、それを廃止すること。

（５）雇用継続、処遇改善のため予算の確保を行うこと。

２．賃金要求

（１）自治体最低賃金を時給970円（国公行(一)１級13号俸相当149,800÷20日÷７時間45分）以上とし、正規職員との均等待遇をはかること。

（２）賃金改善について、最低でも30円/ｈ＋２％以上の引き上げを実施すること。

３．最低到達条件

（１）通勤手当（費用弁償を含む）について全額支払うこと。

（２）時間外勤務手当（追加報酬）について全額支払うこと。

（３）次の休暇・休業を制度化すること。

ア　年次有給休暇（年次繰り越しを含む）

イ　産前・産後休暇

ウ　病気休暇

エ　忌引き休暇

オ　短期介護休暇

カ　子の看護休暇

キ　育児・介護休業（休暇）

ク　特別休暇

（４）健康診断について､６ヵ月以上勤続（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。

（５）雇用保険・健康保険・厚生年金について、法定基準を最低に加入させること。

（６）2009年度より消費生活相談員の報酬にかかる地方交付税措置が拡充（150万円→300万円）されていることを踏まえ、非常勤職員である消費生活相談員の賃金改善を行うこと。

４．均等待遇

（賃　金）

（１）　自治労の自治体最低賃金と経験年数を考慮した年齢別最低保障賃金を確立すること。

（２）　賃金（報酬）について、人事院指針（2008年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月26日）などを踏まえ、職務内容（職務の内容と責任）、在勤する地域、職務経験等の要素を考慮し、改善すること。

（３）　諸手当（相当報酬）について、正規職員との均等待遇による支給とすること。

（４）　週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予定の職員には、月給制度を適用すること。

（休暇、その他の労働条件）

(５)　休暇諸制度について、その種類、期間、賃金保障など正規職員との均等待遇を行うこと。

(６)　地方公務員災害補償基金の対象とならない職員について、労働災害の補償制度を整備すること。また、日常的な安全衛生活動の対象とすること。

(７)　職場のハラスメントの防止・解決制度に臨時・非常勤等職員を対象とすること。

(８)　パート労働法に準じて、教育訓練の実施、福利厚生への配慮、短時間雇用管理者の設置、労使による苦情処理機関の設置を行うこと。

(９)　任期付短時間勤務職員の給料・諸手当について、正規職員との均等待遇を行うこと。また、定期昇給を行うこと。

５．地方三団体（知事会、市長会、町村会）への要請および議会対策

　非常勤職員に諸手当支給を認める地方自治法改正、パート労働法や改正労働契約法の趣旨の地方自治体への適用、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設などの法整備にむけて、所属する地方団体（知事会・市長会・町村会）に対する首長の意見反映を要請すること。また、地方議会においても、臨時・非常勤の処遇改善・雇用安定に関する質疑や意見採択を行うよう、議員対策をすること。

６．文書協定、労働協約

　以上の要求について、要求書を必ず提出し、労使交渉を設定すること。労使で合意したときは、文書協定（非現業の職員団体）または労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結すること。
